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民生費
4,977

総務費
1,036

衛生費
844

土木費
737

公債費 420

議会費・労働費・農林費・商工費 102
消防費 315

教育費
1,189

諸支出金 380

一般会計の歳出１万円当たりの使いみち全会計の執行状況

会計 予算現額
歳入 歳出

収入済額 収入率
（％） 支出済額 執行率

（％）
一般会計 648億7,188万円 576億5,781万円 88.9 561億3,941万円 86.5

特
別
会
計（
＊
）

国民健康
保険 110億5,814万円 104億1,820万円 94.2 102億8,873万円 93.0

介護保険 106億3,712万円 100億455万円 94.1 93億4,229万円 87.8

後期高齢
者医療 36億3,288万円 34億8,935万円 96.0 35億7,615万円 98.4

全会計合計 902億2万円 815億6,991万円 90.4 793億4,658万円 88.0

（＊）�特定の事業・資金など特別に必要となる場合に、一般会計から区別して歳入・
歳出を別個に処理する会計

区分 予算現額 執行額 執行割合（％）

下
水
道
事
業
会
計

収益的収入 25億2,570万円 22億3,338万円 88.4

収益的支出 30億3,645万円 19億7,376万円 65.0

資本的収入 5億4,382万円 3億6,468万円 67.1

資本的支出 10億3,914万円 8億8,622万円 85.3

※�下水道事業は、地方公営企業法の財務規定の適用により会計方式が公営企業会計
に移行しているため、別表示としています。

市有財産の状況市有財産の状況
（　）内は令和7年度上半期（　）内は令和7年度上半期
からの増減からの増減
※�令和7年12月1日号
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土地
公園や施設などの敷地
５３３,９７２.９２㎡
（＋２,７６７.３４㎡）

建物
学校や公民館など
１８９,２50.１４㎡
（-97.５１㎡）

物権
地上権
１,３５２.５８㎡
（±0㎡）

出資による権利等
東日本旅客鉄道(株)
出資金など
４億５１１万円
（+３億４,７２１万円）

物品
1件100万円以上の
自動車等備品類
３６２点
（+1点）

債権
国分寺市土地開発公社貸
付金など
６億９,８２４万円
（+９１９万円）

基金
財政調整基金など
１１４億２,９５０万円
（+３,０３６万円）

市債の状況

一時借入金の状況

区分 市債の現在高 内容元金 利子 合計
一般会計 275億5,023万円 21億6,030万円 297億1,053万円
総務債 99億6,271万円 14億2,924万円 113億9,195万円 国立駅高架下市民利用施設整

備、公益施設整備、新庁舎建設
民生債 10億319万円 4,917万円 10億5,236万円 高齢者複合施設・保育園園

舎建設、保育園大規模改修
衛生債 3億3,971万円 2,965万円 3億6,936万円 老人保健施設建設

土木債 109億228万円 2億8,768万円 111億8,996万円
道路・公園整備、エック
ス山緑地保全用地取得、
国分寺駅北口再開発事業

消防債 5億7,365万円 1,306万円 5億8,671万円 消防団詰所整備、消防
署用地取得

教育債 44億5,111万円 3億4,379万円 47億9,490万円 小・中学校建設・改修、
公民館・図書館整備

臨時財政対策債 3億209万円 771万円 3億980万円 一般財源の不足分に充当
減税補てん債・臨
時税収補てん債 1,549万円 0万円（＊） 1,549万円 市民税等減税分・税収

の補てん
下水道事業会計 33億293万円 4億4,321万円 37億4,614万円 公共下水道整備
（＊）万円未満四捨五入のため、0万円と表示

項目 元金 利子 合計
市債の現在高 308億5,316万円 26億351万円 334億5,667万円
市民１人当たり（＊） 24万円 2万円 26万円
（＊）令和８年４月１日現在人口130,606人

　国分寺市財政状況の作成及
およ
び公表に関する条例により、半期ごとに予算

の執行状況や市の財産、市債残高などを公表します。今回は令和７年度下
半期（令和７年10月１日～令和８年３月31日）の財政状況をお知らせします。
　なお、金額などは令和８年３月31日時点のもので、決算額ではありません。

令和７年度の決算額は出納整理期間(＊１)終了後〔下水道事業会計は決算整
理(＊２)終了後〕に確定します。
（＊１）�４月１日～５月３１日。前会計年度末までに確定した債権債務に関して所定の手続き

を完了し、現金の未収未払の整理を行うための期間
（＊２）�固定資産に係る整理や消費税計算など、事業年度終了後に行う会計処理

一般会計　歳入・歳出予算の執行状況

■半期ごとの状況　� 上半期＝248億9,040万円�
下半期＝327億6,741万円

■半期ごとの状況　� 上半期＝238億3,237万円
下半期＝323億  704万円

歳入
市税

254億9,820万円 
(44.2%)

市税
254億9,820万円 

(44.2%)

国庫支出金 
108億4,873万円

 (18.8%)

国庫支出金 
108億4,873万円

 (18.8%)

繰入金
　22億4,359万円 (3.9%)
繰入金
　22億4,359万円 (3.9%)

都支出金
　 86億3,467万円 (15.0%)
都支出金
　 86億3,467万円 (15.0%)

地方消費税交付金
　33億4,158万円 (5.8%)
地方消費税交付金
　33億4,158万円 (5.8%)

市債
　8億8,340万円 (1.5%)
市債
　8億8,340万円 (1.5%)

株式等譲渡所得割交付金
　 5億8,390万円 (1.0%)
株式等譲渡所得割交付金
　 5億8,390万円 (1.0%)

使用料及び手数料
　10億2,714万円 (1.8%)
使用料及び手数料
　10億2,714万円 (1.8%)

諸収入
　 6億8,404万円 (1.2%)
諸収入
　 6億8,404万円 (1.2%)

繰越金
　21億1,598万円 (3.7%)
繰越金
　21億1,598万円 (3.7%)

法人事業税交付金 
　4億4,718万円 (0.8%)
法人事業税交付金 
　4億4,718万円 (0.8%)

その他
　13億4,940万円 

(2.3%)

その他
　13億4,940万円 

(2.3%)

歳出
民生費

279億4,017万円
 (49.8%)

民生費
279億4,017万円

 (49.8%)

土木費
　41億3,780万円 (7.4%)
土木費
　41億3,780万円 (7.4%)

総務費 58億1,787万円 
(10.4%）
総務費 58億1,787万円 
(10.4%）

衛生費 47億3,540万円 
(8.4%)
衛生費 47億3,540万円 
(8.4%)

教育費
 66億7,751万円 

(11.9%)

教育費
 66億7,751万円 

(11.9%)

公債費
　 23億5,789万円 (4.2%)
公債費
　 23億5,789万円 (4.2%)

諸支出金
　21億3,403万円 (3.8%)
諸支出金
　21億3,403万円 (3.8%)

消防費 17億6,626万円 (3.1%)消防費 17億6,626万円 (3.1%)
議会費 3億2,333万円 (0.6%)議会費 3億2,333万円 (0.6%)

その他
2億4,915万円 (0.4%)
その他
2億4,915万円 (0.4%)

　一般会計の歳入予算の収入状況は88.9％（前年度
89.1％）となりました。決算時には、歳入予算の収入
率は、例年ほぼ100％となっています。令和７年度も、
出納整理期間中に事業完了に伴う国や都からの補助金
や借入金の収入が見込まれるので、予算額どおりの決
算となる見込みです。
　歳出予算の執行状況は86.5％（前年度86.1％）となり
ました。３月末に完了した事業費や光熱水費など月額
支払が出納整理期間で行われ、最終的には令和７年度
も例年同様96～98％程度の執行率となる見込みです。

収入済額� 576億5,781万円
� （対予算収入率88.9%）歳入 支出済額� 561億3,941万円

� （対予算執行率86.5%）歳出

内容 市民１人
当たりの額

福祉の充実のために（民生費） 213,927円

学校教育や生涯学習、文化財の保護のために（教育費） 51,127円

市役所の運営や市税の賦課・徴収のために（総務費） 44,545円 

健康の増進や衛生管理・ごみ処理のために（衛生費） 36,257円

道路・駅周辺整備や交通安全のために（土木費） 31,682円 

市債の元金・利子償還のために（公債費） 18,053円 

特別会計への繰出金・貸付金や基金積立のために（諸支出金） 16,339円 

火災などの災害対策のために（消防費） 13,524円

議会運営や経済・農業振興のために
（議会費・労働費・農林費・商工費） 4,384円

合計 429,838円

市民１人当たりの一般会計歳出の使いみち

　一般会計の支出済額を使いみちごとに分類し、市の人口１30,606人（令
和８年４月１日現在）で除して市民１人当たりの額を算出しました。

　道路、公園、小・中学校、下水道などの公共施設整備のために、国や都、金融
機関などから長期に借り入れて調達した資金のことを「市債（市の借金）」といいま
す。整備した公共施設は将来にわたって使用しますので、この費用を現在の市民
だけではなく、将来の市民も負担することで、世代間の負担を公平にします。

一時借入金はありません

市の財政状況をお知らせします 令和7年度下半期（10月～3月）
i財政課p042-312-8701

両親学級、離乳食講習会、歯科健診・歯みがきクラス　n詳しくは「ぶんじ子育てナビ」　q1028250　iこども家庭センターp042-321-1801


